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「開発行為に相当しない“土地の区画形質の変更”に伴う建築物」

に係る特例措置 

 
 
 

市街化調整区域内における都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為に相当し

ない“土地の区画形質の変更”に伴う建築物に係る建築行為に関する「令第３６条第

１項第３号ホ」の規定の運用基準は、当該市街化調整区域内に建築することがやむを

得ないと認められるもののうち、申請の内容が、次の各項に該当するものであること

とする。 
１ 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的以外の目的で行う

土地の区画形質の変更により設置される施設又は設置されている施設（以下「当該

施設」という。）と密接な関連を有するものであって、当該施設の利用上直接的に

附帯し、必要不可欠と認められる建築物（以下「当該建築物」という。）であるも

のであること。（例 テニスコート、運動場、墓園等の管理棟など） 
２ 当該建築物の建築面積は、原則として当該施設面積の２パーセント以下とし、延

べ面積は４パーセント以下であること。 
３ 複数の建築物を建築する場合は、当該建築物の合計の建築面積は、原則として当

該施設面積の４パーセント以下とし、合計の延べ面積は８パーセント以下であるこ

と。 
４ 当該建築物の高さは、第１種高度地区の高さ制限に適合するものとする。 
５ 当該建築物は、当該施設の区域内であること。ただし、当該施設の利用方法及び

当該土地の状況を勘案してやむを得ないと認められる場合は、当該施設に隣接する

土地の区域内であること｡ 


